
表：鉄道駅勢圏の面積カバー率 

（出典：国土交通省「国土数値情報鉄道データ（平成25年度）」より作成） 

※東京8号線(豊洲～住吉間)整備計画（H29.3江東区） 

• おおむね環状７号線の内側のエリアにおいて、駅勢圏を800m（徒歩10分圏内）とした場合の面積カバー率は約84％である。 
• 域内で鉄道空白地帯の多い東部においても、国の交通政策審議会の答申を踏まえ東京8号線延伸（※）等の検討が進められている。 
• 鉄道路線が３路線以上結節している交通利便性の高い駅が集積している。 

区部における鉄道網と駅勢圏の状況 

鉄道網と駅勢圏の状況 

 「半径10km」は 東京駅 まで 概ね30分 の 圏域 
  ・鉄道 20分（表定速度30㎞）+端末10分 の 移動 
                     （バス なら 2km・徒歩 なら 800m） 
  ・自動車  30分（目標混雑時平均速度20㎞） の 移動 
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区  分 
カバー率 

駅400m圏 駅800m圏 

センター・コア 56.7% 92.9% 

環 七 内 側 45.0% 84.2% 

区  部 34.2% 73.1% 



用途地域、指定容積率の状況 

• 用途地域はセンター・コア・エリア内では商業系・工業系が広く指定され、住居系は中高層住居地域以上の指定がほとんどである。 
• 容積率はセンター・コア・エリア内では３００％以上の指定が目立つ。 
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用途地域の指定状況（平成26年８月） 指定容積率の状況（平成26年８月） 



（出典：東京都「東京の土地利用（平成23年東京都区部）」より作成） 

• センター・コア・エリアを超えて環状７号線付近まで、消化容積率が150％を超える地域が分布している。 
• ４階建て以上の建物割合を示す中高層化率については、センター・コア・エリアの内側において高い値となっている。 

環７ 

環７ 

消化容積率、中高層化率の状況 38 

消化容積率 

センター・コア・エリア 



拠点、木密地域、低層住居専用地域の配置 

• 中枢広域拠点域の境界の目安となる環状７号線付近に木密地域が多く分布している。 
• 中枢広域拠点域内の西部では、生活拠点や低層住居専用地域が比較的多く分布している。 
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中野 

下北沢 

武蔵小山 

三軒茶屋 

（出典：東京都「新しい都市づくりのための都市開発諸制度活用方針(平成30年3月)」、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針(平成26年12月)」、 
    「防災都市づくり推進計画(平成28年3月)」より作成） 



神奈川県駅 
（橋本駅付近） 

（出典：東京都「東京の道路ネットワーク」より作成） 

多摩地域における道路・交通ネットワークの状況  40 

• 多摩地域の都市計画道路は約60％が整備されており、また、2027年にはリニア中央新幹線が整備予定である。 

リニア中央新幹線 



大規模な物流施設の分布 

• 圏央道が東名高速から東関東道まで完成し、６つの高速道路が結ばれている。 
• 敷地面積3,000㎡以上の大規模な物流施設は、東京湾沿岸の臨海部や圏央道などの高速道路沿線等で立地が進んでいる。 
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東名高速 

中央道 

関越道 
東北道 

常磐道 

東関東道 

（出典：東京都市圏交通計画協議会「東京都市圏の望ましい物流の実現に向けて（H27年12月）」より作成） 

大規模な物流施設の立地分布 



圏央道インターチェンジ周辺について 42 

○ 八王子西インターチェンジ周辺 

（区域マス） 

 ・インターチェンジ周辺や北西部幹線道路沿道では、自然環境に十分に配慮しながら、流通業務機能などが集積する拠点を形成するとともに、5
広域的な幹線道路ネットワークを形成することで、周辺拠点との連携が強化 

 ・川口地区においては、流通業務機能などの集積に加え、災害時には救援物資などを輸送するための防災拠点として機能する広域産業拠点を形成 

（都市マス） 

 ・圏央道などの広域的な交通環境を活かした、職住近接や地域の利便性向上に資する産業・業務などの集積による地域経済の活性化 

 ⇒ 川口地区では、流通・産業拠点の形成に向け、平成３０年２月に、土地区画整理事業、区域区分、地区計画、用途地域の決定変更を告示 

（出典：八王子市「都市づくりビジョン八王子（平成27年3月）」） 

• 都や市の上位計画では、圏央道インターチェンジ周辺に、交通アクセス機能を活かした流通業務機能の集積や産業振興を図り、広域産
業拠点の形成を目指すこととしている。 

• 川口地区では流通・産業拠点の形成に向け、都市計画決定・変更を行い、土地区画整理事業を実施する予定である。 

■八王子市都市構造図  



• 平成28年の都内の宅地化農地面積は約800haであり、平成5年の約3,100haと比較し約1/4と、急速にその面積が減少している。 
• 同時点における生産緑地面積は約3200haで、そのうち平成34年に買取申出が可能となる生産緑地は現時点で約2,600haある。 
• 財政上の理由等から区市が買取に対応できず、行為の制限が解除されることで宅地化等が進み、生産緑地の更なる減少が懸念される。 
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宅地化農地面積と生産緑地面積の変遷 農用地の分布状況と用途地域の指定状況 

（出典：東京都「都市計画地理情報システムデータ」より作成） 

（出典：東京都「東京の土地（平成29年11月）」より作成） 

農用地の状況  43 



市街地の拡大  

• 東京はこれまで、人口増加や経済成長にあわせて鉄道などの都市基盤を整備し、市街地を拡大してきた。 

2010 
3,332km2 

1980 
3,105km2 

1970 
1,835km2 

1960 
1,010km2 

ＤＩＤの拡大の経緯 
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（出典：国土交通省「国土数値情報（昭和35年、昭和45年、昭和55年、平成22年）」より作成） 



２ ２ 都市計画区域の現状 

武蔵野線 圏央道 
環７ 
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• 東京都全体 (2,190km2) において、26の都市計画区域が79.6% (1,744km2) を占める。 
• 都市計画区域のうち、市街化区域が61.8% (1,078km2)、市街化調整区域が20.8% (364km2）となっている。 

（出典：東京都「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（平成26年）」） 

東京の都市計画区域 



武蔵野線 圏央道 
環７ 

２ ２ 

• 市街化区域の大部分をDIDが占めている。 
• 圏央道を軸として、東西に市街化区域と市街化調整区域が入り組んでいる。 

圏央道を軸として 
東西に線引きが入り組む 

圏央道 

都市計画区域とＤＩＤ 

都市計画区域とDID 
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（出典：東京都「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（平成26年）」 
    国土交通省「国土数値情報（平成22年）」より作成） 



武蔵野線 
圏央道 

環７ 

武蔵野線 
圏央道 

環７ 

２ 人口の現状と将来見通し 

人口密度の状況と見通し 

2010年 

2040年 

（2040/2010） 

人口増減率の見通し 

47 

• 将来の人口密度分布の予測をみると、区部では概ね全域において人口集中地区（DID）の設定基準である40人／haが維持されるが、
多摩地域において基準以下となる地域が発生する見込み。 

（出典：国土交通省「国土数値情報 500ｍメッシュ別将来推計人口（平成29年）」 
    東京都「東京都男女年齢（５歳階級）別人口の予測（平成29年3月）」より作成） 


